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みなさんが組合に入れば、働く環境は改善します
もしも労働組合が無くなったら!?先の長い若手職員ほど損をします
初任給・若年者賃金の改善も子育て環境の整備も非正規職員の処遇改善も組合の要求で実現
　私たちの現在の賃金・労働条件は、もとからあるものでも、当局から与えられたものでもありません。

　職場のみなさんの要求を基に労働組合が交渉し、実現してきたものです。

　裏を返せば、職員が何の要求もせず、労働組合が交渉しなければ、現在の水準の賃金・労働条件は存在しないということです。

　もしも今後、労働組合に加入する職員が減り続け、労働組合の力が弱くなれば、一番損をするのは、今後の勤続年数の長い、若手職員のみなさんです。
労働組合が実現してきたこと
１．賃金

○神奈川県の初任給は、県内民間企業と比べて低いことから、組合では、賃金改定の勧告を行う人事委員会に対して、この間交渉を強めました。

○その結果、昨年、一昨年、国を上回る引上げが勧告され、初任給・若年者賃金が改善されました。

○「組合が無くても、勧告制度があるから、民間が上がれば『自動的に』上がるのでは？」という意見がありますが、2015年は賃上げ勧告が出たにもかかわらず、当局はなかなか完全実施を回答せず、組合の粘り強い交渉で、賃上げが実現しました。

○もし組合が無ければ、賃上げ勧告が出ても、当局は引き上げないか、値切っていたかもしれません。

２．子育て・介護支援

〇子育てや介護など、働きながら家族を大切にできるよう、組合では様々な制度を実現してきました。

・年5日間の子の看護休暇（子看休）の実現

・複数子がいる場合の子看休を年10日間に改善

・義務教育終了時まで子看休の対象期間を延長

・育児休業期間に係る退職手当の除算率を改善

・育児休暇の時間延長

・育児参加休暇の新設

・介護休暇制度の新設・介護欠勤制度の県独自措置

３．働きやすい職場環境の整備
〇気持ちよく働けるよう、取組みを進めています。長時間残業の削減が、現在の大きな課題です。

・勤務時間を7時間45分に短縮（2009年4月）

・セクハラ・パワハラ防止指針の策定

・旧姓使用の制度化

・自己啓発休暇の導入

・リフレッシュ休暇の新設

・ボランティア休暇の新設

４．メンタルヘルス不全対策
○神奈川県では、人員削減等、労働条件が厳しくなるにつれ、心を病む職員が増加しています。

○自治労県職労は10年以上前から、メンタルヘルス不全対策の重要性を訴え、多くの対策を実現してきました。
・メンタルヘルス相談事業の導入

・「復職リハビリ勤務」の導入

・リハビリ勤務に係る傷害保険の導入

・リハビリ勤務事例集の作成

・精神科産業医の配置

・外部相談窓口の設置、その後の拡充

５．ノーマライゼーションの推進
○神奈川県は先進的に1980年から障害者雇用を進め、多くの職場で障害のある職員が働いています。
○自治労県職労は、障害の有無に関わらず、職員が平等に働けるよう多くの課題を解決してきました。
・障害者採用制度の改善（不合理是正、点字試験）

・知的障害者の雇用

・庁舎のバリアフリー化

・給与明細、辞令、健康診断結果、意向申告書記載要領、研修資料、レク冊子の点字化・テープ化

・業務システムの音声化対応。読上げソフトの配布

・盲導犬使用のための訓練期間の休暇の適用

・障害を理解するための職員研修の実施

６．非正規職員の処遇改善

○県の関係職場には、おおよそ2千人以上の臨時的任用（臨任）職員、非常勤職員が働いています。

○自治労県職労は、同じ職場で働く仲間である、臨任・非常勤職員の賃金・労働条件の改善に取り組んでいます。

・常勤職員の給与改定に伴い、臨任職員の賃金を改善

・非常勤職員報酬額を常勤職員の給与改定に伴い改善

・臨任職員の初任給算定の改善
・非常勤職員の通勤手当算定を改善

・短時間勤務職員等の通勤手当の改善

・臨任職員の夏季休暇を常勤職員と同様に改善

・臨任職員の療養休暇3日を有給化

・非常勤職員の子の看護休暇を新設

・非常勤職員の健康診断項目を改善
・非常勤職員の療養休暇を新設
・臨任・非常勤・再任用職員の忌引休暇を常勤職員並みに

当局による安易な給与削減を阻止するためにも
○神奈川県では「財政難」を理由に、過去に5回の給与削減が行われています。

○他の多くの都道府県においても、財政難を理由に給与削減が行われてきましたが、これは人事院（委員会）勧告制度という公務員の給与決定ルールを逸脱したものです。

○自治労は、日教組などの公務員労働組合とともに、地方自治体の財政難の原因である、国と地方の税財政構造の改革を国に求めています。

○過去の給与削減では、県民生活を維持するために苦渋の決断をしましたが、組合の交渉により、当局の当初削減提案を圧縮してきました。

○もしも組合が無かったり、力が弱ければ、当局の思いのままに給与が削減されてしまうことは勿論、「財政難」の解決方法として、国と地方の税財政構造を改革するのではなく、今後も安易に給与削減を行うようになることは、容易に想像できます。

〇今後、ルールを無視した給与削減をさせないためにも、労働組合の存在は不可欠です。

〇神奈川県におけるこれまでの給与削減

・一時金8％削減（1999/3～2000/3までの4回）

・給与カット2％（2000年度～2004年度）

・給与カット3％（2009年度～2010年度）

・給与カット4％（2013年度～2014年度）

・国の強制による給与カット4％～7.77％／月例給、5％／一時金（2013年7月～2014年3月）

※上記はいずれも組合員層の削減割合。

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































